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1．目的
　本稿の第1報である「島根県における保育士・幼
稚園教諭の採用実態と人材養成の課題（1）―全体
分析―」においては、2012（平成24）年8月に成立
した「子ども・子育て関連3法」や2015（平成27）
年度開始を目指す「子ども・子育て支援制度」など、
保育制度の大きな変革期にある今、このような制度
改革が島根県内の保育現場でどのように受け入れら
れるかという視点で調査報告している。県内全ての
認定こども園（6箇所）、認可保育所（286箇所）、
幼稚園（94箇所）、保育所以外の児童福祉施設（15
箇所）、子育て支援センター（14箇所）、計415箇所
にアンケートを送付し（回収271箇所、修正回収率
65.7％）、このデータを基に、島根県における保育士・
幼稚園教諭の平成25年度雇用実態、平成13年度と平
成25年度の調査比較、短大・大学等の養成課程のあ
り方についての意識、平成23年度・平成24年度の採
用実態を主な報告内容としている。
　本稿では前記（1）の報告と同じ調査データを用
い、「島根県における保育士・幼稚園教諭の採用実
態と人材養成の課題」について、地域別（隠岐部、
出雲部、石見部）分析、機関種別分析、公立・私立
別分析、保育士・幼稚園教諭雇用者の人材育成への
意識分析を行ったものを報告する。
2．方法
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　本研究の調査内容、調査の対象は「島根県におけ
る保育士・幼稚園教諭の採用と人材養成の課題（1）」
と同様である。
　本稿文中では免許・資格についての表記を、保育
士資格のみは（保）、幼稚園教諭一種免許のみは（幼
1）、幼稚園教諭二種免許のみは（幼2）、小学校教
諭免許は（小）、併有者はそれぞれの略を併記（例：
保・幼2）する。
　今後の教育課程のあり方の意識調査に相当する項
目、Ｑ6、Ｑ7、について、Ｑ6は本学島根県立大
学短期大学部の保育士資格と幼稚園教諭免許併有の
養成課程についてどの程度同意されるかの質問であ
り、Ｑ6－1「現在の2年制課程（保・幼2）短大
で教育内容を強化するべき」、Ｑ6－2「Ｑ6－1
＋さらに2年制課程から進学できる2年制専攻科を
開設するべき」、Ｑ6－3「新たな4年制課程（保
＋幼1）大学で教育内容を強化し2年制課程から進
学できる3年次編入枠を開設するべき」について、
「かなりそう思う」「そう思う」「そう思わない」「わ
からない」での回答を求めた。Ｑ7は「国は『子ど
も子育て会議』で幼稚園教諭一種免許取得者の増大
を方針として挙げているが、4年制大学レベルの教
育を受けた有資格者の雇用の受け皿は、今後拡大す
るとお考えですか。」というものであり、同様に「か
なりそう思う」「そう思う」「そう思わない」「わか
らない」での回答を求め、さらに、Ｑ7－2では肯
定意見、否定意見の理由を自由記述で求めた。Ｑ6、
Ｑ7の分析においては、求めた回答を「思う」「思
わない」「わからない」「無回答」に分類してまとめた。
3．結果
1）地域別実態
　保育士・幼稚園教諭の採用実態と人材養成の課題、
見通しを明らかにするため、島根県全域を隠岐部（隠
岐の島町、西ノ島町、海士町、知夫村）、出雲部（松
江市、安来市、出雲市、雲南市、奥出雲町、飯南町）、
石見部（大田市、美郷町、江津市、川本町、邑南町、
浜田市、益田市、津和野町、吉賀町）の3地域に区
分し、地域別に分析を行った。
（1）隠岐部
　隠岐部の回答は幼保一体化施設（1）と保育所（7）
機関数 割合 機関数 割合 機関数 割合 機関数 割合
幼保一体化施設＊ 㻝 㻝㻞㻚㻡㻑 㻣 㻠㻚㻜㻑 㻞 㻞㻚㻟㻑 㻝㻜 㻟㻚㻣㻑
保育所 㻣 㻤㻣㻚㻡㻑 㻝㻜㻞 㻡㻤㻚㻢㻑 㻣㻞 㻤㻝㻚㻤㻑 㻝㻤㻝 㻢㻣㻚㻜㻑
幼稚園 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻡㻞 㻞㻥㻚㻥㻑 㻝㻝 㻝㻞㻚㻡㻑 㻢㻟 㻞㻟㻚㻟㻑
児童福祉施設 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻞 㻝㻚㻝㻑 㻞 㻞㻚㻟㻑 㻠 㻝㻚㻡㻑
子育て支援センター 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻤 㻠㻚㻢㻑 㻝 㻝㻚㻝㻑 㻥 㻟㻚㻟㻑
その他 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻟 㻝㻚㻣㻑 㻜 㻜㻚㻜㻑 㻟 㻝㻚㻝㻑
合計 㻤 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻝㻣㻠 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻤㻤 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻞㻣㻜 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
地域別機関数（比率） 㻤 㻟㻚㻜㻑 㻝㻣㻠 㻢㻠㻚㻠㻑 㻤㻤 㻟㻞㻚㻢㻑 㻞㻣㻜 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
＊幼保一体化施設・・・認定こども園 + 認定こども園以外の幼保一体化施設
表１．地域別機関数
隠岐部 出雲部 石見部 合計
表1．地域別機関数
度数 割合 度数 割合 度数 割合 度数 割合
公立 5 62.5% 94 54.3% 24 27.3% 123 45.7%
私立 3 37.5% 79 45.7% 64 72.7% 146 54.3%
合計 8 100.0% 173 100.0% 88 100.0% 269 100.0%
表２．地域別公立・私立の数
隠岐部 出雲部 石見部 合計
2．地域別公立・私立の数
機関数 割合 機関数 割合 機関数 割合 機関数 割合
幼免１種あり 㻝 㻝㻞㻚㻡㻑 㻥㻤 㻡㻢㻚㻢㻑 㻝㻥 㻞㻝㻚㻢㻑 㻝㻝㻤 㻠㻟㻚㻥㻑
幼免１種なし 㻣 㻤㻣㻚㻡㻑 㻣㻡 㻠㻟㻚㻠㻑 㻢㻥 㻣㻤㻚㻠㻑 㻝㻡㻝 㻡㻢㻚㻝㻑
合計 㻤 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻝㻣㻟 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻤㻤 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻞㻢㻥 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
表３．地域別幼稚園教諭１種免許保有者の有無
隠岐部 出雲部 石見部 合計
表3．地域別幼稚園教諭1種免許保有者の有無
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のみの8機関の回答であった（表1）。このうち公
立5、私立3の内訳である（表2）。
　職員の雇用実態（表4）について、正規職員のう
ち80.8％が保育士資格・幼稚園教諭二種免許併有者
（保・幼2）であり、臨時職員においても85.7％と
極めて高い割合を占める。幼稚園教諭一種免許所有
者は正規職員（保・幼1）の1名（1.9％）、1施設
のみである（表3）。隠岐部での小学校教諭免許所
有者の雇用実績は無い。全雇用者に占める正規職員
割合は62.7％である。
（2）出雲部
　出雲部の回答は今回調査における全機関種（173）
からの回答であった。このうち公立94、私立79、不
明1の内訳である（表2）。
　職員の雇用実態（表4）について、正規職員のう
ち64.1％、臨時職員の73.7％が保育士資格・幼稚園
教諭二種免許併有者（保・幼2）であり、全ての雇
用種の中で割合は一番高い。幼稚園教諭一種免許所
有者は正規職員では（保・幼1）の142名（9.4％）、（幼
1）17名（1.1％）、臨時職員（保・幼1）44名（4.6％）、
（幼1）11名（1.2％）、パート職員では（保・幼1）
4名（0.6％）、（幼1）7名（1.1％）である。幼稚
園教諭一種免許所有者を合計すると225名（7.2％）
であり、全職員に占める割合はまだ低い。正規職員
のみをみると、幼稚園教諭一種免許所有者は合計
159名（10.5％）であり、3地域の中では雇用数が
最も多い。雇用施設数でみると98施設（56.6％）で
採用実態がある（表3）。小学校教諭免許（小）を
併有している者は正規職員に8名（0.5％）、臨時職
員に4名（0.4％）、合計で12名（0.4％）である。
出雲部の全職員に占める正規職員割合は48.9％であ
表４. 地域別職員の資格と雇用実態
雇用種（割合） 正規 臨時 パート 合計 正規 臨時 パート 合計 正規 臨時 パート 合計
保育士のみ 3（5.8） 0（0.0） 2（11.8） 5（6.0） 65（4.3） 71（7.4） 57（9.1） 193（602） 60（8.6） 21（7.0） 16（8.1） 97（8.1）
幼免２種のみ 0（0.0） 0（0.0） 0（0.0） 0（0.0） 31（2.1） 8（0.8） 12（1.9） 51（1.7） 18（2.6） 17（5.7） 11（5.6） 46（3.9）
幼免１種のみ 0（0.0） 0（0.0） 0（0.0） 0（0.0） 17（1.1） 11（1.2） 7（1.1） 35（1.1） 10（1.4） 3（1.0） 11（5.6） 24（2.0）
保育士＋幼免２種 42（80.8） 12（85.7） 13（76.5） 67（80.7） 969（64.1） 704（73.7） 372（59.7） 2045（66.2） 512（73.7） 217（72.3） 108（54.8） 837（70.2）
保育士＋幼免１種 1（1.9） 0（0.0） 0（0.0） 1（1.2） 142（9.4） 44（4.6） 4（0.6） 190（6.1） 19（2.7） 3（1.0） 3（1.5） 25（2.1）
その他の資格 6（11.5） 2（14.3） 2（11.8） 10（12.0） 280（18.5） 113（11.8） 171（27.4） 564（18.3） 75（10.8） 37（12.3） 48（24.4） 160（13.4）
保幼小・幼小 0（0.0） 0（0.0） － 0（0.0） 8（0.5） 4（0.4） － 12（0.4） 1（0.1） 2（0.7） － 3（0.3）
合計 52（62.7） 14（16.9） 17（20.5） 83（100.0） 1512（48.9） 955（30.9） 623（20.2） 3090（100.0） 695（58.3） 300（25.2） 197（16.5） 1192（100.0）
石見隠岐 出雲
表５. 公私・機関別幼稚園教諭１種免許保有者の有無
度数 割合 度数 割合 度数 割合
幼保一体化施設 㻢 㻤㻚㻟㻑 㻝 㻞㻚㻜㻑 㻣 㻡㻚㻣㻑
保育所 㻞㻜 㻞㻣㻚㻤㻑 㻞㻤 㻡㻠㻚㻥㻑 㻠㻤 㻟㻥㻚㻜㻑
幼稚園 㻠㻠 㻢㻝㻚㻝㻑 㻝㻟 㻞㻡㻚㻡㻑 㻡㻣 㻠㻢㻚㻟㻑
保育所以外の児童福祉施設 㻜 㻚㻜㻑 㻞 㻟㻚㻥㻑 㻞 㻝㻚㻢㻑
子育て支援センター 㻞 㻞㻚㻤㻑 㻣 㻝㻟㻚㻣㻑 㻥 㻣㻚㻟㻑
公立合計 㻣㻞 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻡㻝 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻝㻞㻟 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
幼保一体化施設 㻞 㻠㻚㻟㻑 㻝 㻝㻚㻜㻑 㻟 㻞㻚㻝㻑
保育所 㻟㻥 㻤㻠㻚㻤㻑 㻥㻠 㻥㻠㻚㻥㻑 㻝㻟㻟 㻥㻝㻚㻣㻑
幼稚園 㻞 㻠㻚㻟㻑 㻟 㻟㻚㻜㻑 㻡 㻟㻚㻠㻑
保育所以外の児童福祉施設 㻝 㻞㻚㻞㻑 㻝 㻝㻚㻜㻑 㻞 㻝㻚㻠㻑
その他 㻞 㻠㻚㻟㻑 㻜 㻚㻜㻑 㻞 㻝㻚㻠㻑
私立合計 㻠㻢 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻥㻥 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻝㻠㻡 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
合計
私立
公立
幼免１種雇用なし幼免１種雇用あり
表４．地域別職員の資格と雇用実態
表５．公私・機関別幼稚園教諭1種免許保有者の有無
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り、3地域の中で最も低い。
（3）石見部
　石見部の回答は全機関種（88）からの回答であっ
た。このうち公立24、私立64、不明1の内訳である。
職員の雇用実態（表4）について、正規職員の
73.7％、臨時職員72.3％が保育士資格・幼稚園教諭
二種免許併有者（保・幼2）であり、全ての採用種
の中で雇用割合は一番高い。幼稚園教諭一種免許所
有者は正規職員では（保・幼1）の19名2.7％、（幼
1）10名（1.4％）、臨時職員では（保・幼1）3名
（1.0％）、（幼1）3名（1.0％）、パート職員では（保・
幼1）3名（1.5％）、（幼1）11名（5.6％）であ
る。小学校教諭免許（小）を併有している者は正規
職員に1名、臨時職員に2名いる。全雇用者に占め
る正規職員割合は58.3％となっている。石見部の正
規職員における幼稚園教諭一種免許所有者は合計29
名（4.1％）であり、出雲部の159名（10.5％）と比
べて低い割合になっている。雇用施設数でみると19
施設（21.6％）で雇用実績があるが、こちらも出雲
部の98施設（56.6％）と比べて低い割合になってい
る（表3）。
　公立、私立の割合は公立24（27.3％）、私立64
（72.7％）である。他地域は公立割合が高いのに比べ、
石見部では圧倒的に私立が高いのが特徴である。
2）機関種別実態
　本調査では、調査対象機関を「認定こども園」、
「保育所」、「幼稚園」、「保育所以外の児童福祉施設」、
「子育て支援センター」、「その他」に分類している。 
分析では「認定こども園」と「認定こども園以外の
幼保一体化施設」を「幼保一体化施設」としてまと
表６. 公立・私立別職員の資格と雇用実態
雇用種（割合） 正規 臨時 パート 合計 正規 臨時 パート 合計
保育士のみ 17（3.0） 38（7.5） 21（8.3） 77（5.8） 111（6.5） 54（7.1） 54（9.2） 219（7.3）
幼免２種のみ 5（0.9） 16（3.1） 19（7.5） 40（3.0） 44（2.6） 9（1.2） 4（0.7） 57（1.9）
幼免１種のみ 21（3.8） 9（1.8） 8（3.2） 35（2.7） 6（0.4） 5（0.7） 10（1.7） 17（0.6）
保育士＋幼免２種 353（63.1） 355（69.6） 131（52.0） 839（63.7） 1170（68.8） 578（76.2） 362（61.9） 2093（69.4）
保育士＋幼免１種 103（18.4） 30（5.9） 0（0.0） 124（9.4） 59（3.5） 17（2.2） 7（1.2） 83（2.8）
その他の資格 53（9.5） 56（11.0） 73（29.0） 190（14.4） 308（18.1） 96（12.6） 148（25.3） 546（18.1）
保幼小・幼小 ７（1.3） 6（1.2） － 13（1.0） 2（0.1） 0（0.0） － 2（0.1）
合計 559（100.0） 510（100.0） 252（100.0） 1318（100.0） 559（100.0） 759（100.0） 623（20.2） 3017（100.0）
公立 私立
表7. 機関別今後の教育課程・幼免１種雇用拡大の意向
思う 思わない わからない 無回答 合計 思う 思わない わからない 無回答 合計 思う 思わない わからない 無回答 合計 思う 思わない わからない 無回答 合計
5 2 2 1 10 7 0 3 0 10 8 0 2 0 10 6 3 1 0 10
50.0% 20.0% 20.0% 10.0% 100.0% 70.0% .0% 30.0% .0% 100.0% 80.0% .0% 20.0% .0% 100.0% 60.0% 30.0% 10.0% .0% 100.0%
114 22 34 11 181 104 32 37 8 181 83 41 49 8 181 69 51 53 8 181
63.0% 12.2% 18.8% 6.1% 100.0% 57.5% 17.7% 20.4% 4.4% 100.0% 45.9% 22.7% 27.1% 4.4% 100.0% 38.1% 28.2% 29.3% 4.4% 100.0%
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表６．公立・私立別職員の資格と雇用実態
７．機関別今後の教育課程・幼免1種雇用拡大の意向
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めた。
　表5は幼稚園一種取得者を雇用している施設の比
率を表している。全体では「あり」と回答した施設
が44.0％で、「なし」と回答した施設が56.0％であり、
島根県内の全体では、まだ幼免一種取得者が不在の
施設の方が多いという結果である。幼免一種取得者
の雇用がある割合の高い機関種は「幼保一体化施設」
80.0％、「幼稚園」74.2％であり、雇用のない施設
数を大きく上回っている。
　幼免一種取得者雇用「あり」施設の割合が「なし」
を下回る機関種は「保育所」32.6％、「保育所以外
の児童福祉施設」25.0％、「子育て支援センター」
22.2％であり、これらの機関種が全体の「あり」の
比率を下げているといえる。最も雇用「あり」の比
率が低い「保育所」32.6％では、「教育課程のあり方」
でも「2年制維持」の比率が他の機関種よりも高く、
「幼免一種の雇用の拡大」に対する回答でも、「幼保
一体化施設」や「幼稚園」と比較して低い比率に止
まっている。
3）公立・私立の実態
　調査対象施設を公立施設全123施設と私立施設145
施設公立に分けて集計し、比較分析した（表5）。
　雇用形態別の有資格者数比較
　今回の調査では、正規職員、臨時職員とパート職
員の3種類の雇用形態で調査を実施した。それぞれ
の雇用形態における公立、私立別の有資格者数を比
較したものが表6である。（保）の職員数が公立で
は全体で5.8％であるが、正規職員は3.0％である。
私立では全体7.3％、正規職員6.5％である。この結
果から公立の正規職員には（保）の職員が、臨時職
員や私立と比較して割合が低いことが分かる。また
公立の（保）職員の割合は、正規職員3.0％、臨時
職員7.5％、パート職員8.3％の順で増えている。私
立でも同様の傾向が見られる。公立の（幼2）の職
員割合は、公立で正規職員0.9％、臨時職員3.1％、
パート職員7.5％であり、（保）の割合と同順であ
る。（保・幼2）では、公立全体63.7％、公立正規
職員63.1％、臨時職員69.6％、パート職員52.0％と
臨時職員の割合が最も高く、実数も355名で正規職
員の353名を上回っている。私立の（保・幼2）の
割合も正規職員68.8％、臨時職員76.2％、パート職
員61.9％と臨時職員数における（保・幼2）の割合
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は他の雇用形態の割合より高い。（保・幼1）では、
公立正規職員18.4％、臨時職員5.9％に対して、私
立正規職員では3.5％、臨時職員2.2％に止まってい
る。なお公立では（保・幼1）が正規職員18.4％、
臨時職員5.9％、パート職員0.0％であり、私立では
正規職員3.5％、臨時職員2.2％、パート職員1.2％
と同じ順で下がっている。（表6）
４）保育士・幼稚園教諭雇用者の人材育成への意識
回答に関する検定結果
（1）Ｑ６・Ｑ７の回答の有意差
　Ｑ6の養成機関の設置のあり方（「短期大学2年
制課程）」「短大＋専攻科（以下、専攻科）」「4年制
大学（4年制課程）」のどの養成機関で強化すべきか）
と、Ｑ7の幼稚園免許一種の採用の拡大について、
「思う」「思わない」の回答をまとめた（表8、表9）。
またこれらの回答からそれぞれの養成機関別意見に
ついてχ2検定を行った。その結果、Ｑ6－1の2
年制課程で教育内容を強化すべき、Ｑ6－2の2年
制課程＋専攻科で強化すべき、Ｑ6－3の4年制課
程で強化すべきという項目は、3項目ともに「思う」
が圧倒的に多く、有意確率は.000となり、1％水準
で有意であった。それゆえ、短大、専攻科、4年制
大学のどの養成課程がふさわしいかという差はみら
れず、どの養成課程においても保育者としての専門
性を強化すべきだという意見が共通に一致している
とことがわかった。また、Ｑ7の幼稚園免許一種雇
用の拡大については、「思う」が111人、「思わない」
が66人であるが、有意確率は.001となり、1％水準
で有意であった。ここからも、幼免一種を取得した
保育者の採用は増加していくと思う回答が思わない
回答よりも強いことがわかった。
（2）Ｑ6・Ｑ7の回答項目間の相関
　Ｑ6の養成機関の設置のあり方と、Ｑ7の幼稚園
免許一種の採用の拡大について、各項目間の相関を
みた結果が表10である。5％水準で有意であったの
が、「専攻科と4年制課程」、「4年制課程と幼免一
種拡大」で.6以上の強い相関があった。また、「専
攻科と幼免一種拡大」で.4の相関、「2年制課程と
専攻科」で.1の弱い相関がみられた。一方、「2年
制課程と4年制課程」と「2年制課程と幼免一種拡
大」の間には有意な相関がみられなかった。ここか
ら、専攻科と4年制課程で教育内容を強化すべきと
いう項目で回答者の意識が近く、2年制課程と専攻
科も回答者の意識が近いことがわかった。また、専
攻科や4年制課程で教育内容を強化すべきと答えた
人は、幼免一種の採用も拡大するという見方がある
一方、2年制課程で強化すべきと答えた人は4年制
課程や幼免一種雇用の拡大には否定的な意見を持っ
ていることがわかった。
（3）地域別の回答項目
　Ｑ6・Ｑ7の回答について、「隠岐部」「出雲部」「石
見部」の3つの地域別に回答人数とその割合を示
し、χ2検定を行った（表9）。地域別の有意確率は、
Ｑ6－1の2年制課程では.193、Ｑ6－2の2年制
＋専攻科では.513、Ｑ6－3の4年制課程では.440、
Ｑ7の幼免一種雇用の増大では.440となり、どの項
表9. 地域別今後の教育課程・幼免１種雇用拡大の意向
思う 思わない わからない 無回答 思う 思わない わからない 無回答 思う 思わない わからない 無回答 思う 思わない わからない 無回答
㻣 㻜 㻝 㻜 㻤 㻡 㻜 㻟 㻜 㻤 㻠 㻜 㻟 㻝 㻤 㻟 㻞 㻟 㻜 㻤
㻤㻣㻚㻡㻑 㻚㻜㻑 㻝㻞㻚㻡㻑 㻚㻜㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻢㻞㻚㻡㻑 㻚㻜㻑 㻟㻣㻚㻡㻑 㻚㻜㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻡㻜㻚㻜㻑 㻚㻜㻑 㻟㻣㻚㻡㻑 㻝㻞㻚㻡㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻟㻣㻚㻡㻑 㻞㻡㻚㻜㻑 㻟㻣㻚㻡㻑 㻚㻜㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
㻥㻣 㻞㻞 㻟㻥 㻝㻢 㻝㻣㻠 㻥㻣 㻞㻢 㻠㻞 㻥 㻝㻣㻠 㻤㻥 㻟㻜 㻠㻣 㻤 㻝㻣㻠 㻣㻠 㻟㻥 㻡㻞 㻥 㻝㻣㻠
㻡㻡㻚㻣㻑 㻝㻞㻚㻢㻑 㻞㻞㻚㻠㻑 㻥㻚㻞㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻡㻡㻚㻣㻑 㻝㻠㻚㻥㻑 㻞㻠㻚㻝㻑 㻡㻚㻞㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻡㻝㻚㻝㻑 㻝㻣㻚㻞㻑 㻞㻣㻚㻜㻑 㻠㻚㻢㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻠㻞㻚㻡㻑 㻞㻞㻚㻠㻑 㻞㻥㻚㻥㻑 㻡㻚㻞㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
㻢㻡 㻤 㻝㻞 㻟 㻤㻤 㻡㻢 㻝㻠 㻝㻢 㻞 㻤㻤 㻠㻤 㻝㻥 㻝㻤 㻟 㻤㻤 㻟㻡 㻞㻡 㻞㻣 㻝 㻤㻤
㻣㻟㻚㻥㻑 㻥㻚㻝㻑 㻝㻟㻚㻢㻑 㻟㻚㻠㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻢㻟㻚㻢㻑 㻝㻡㻚㻥㻑 㻝㻤㻚㻞㻑 㻞㻚㻟㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻡㻠㻚㻡㻑 㻞㻝㻚㻢㻑 㻞㻜㻚㻡㻑 㻟㻚㻠㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻟㻥㻚㻤㻑 㻞㻤㻚㻠㻑 㻟㻜㻚㻣㻑 㻝㻚㻝㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
㻝㻢㻥 㻟㻜 㻡㻞 㻝㻥 㻞㻣㻜 㻝㻡㻤 㻠㻜 㻢㻝 㻝㻝 㻞㻣㻜 㻝㻠㻝 㻠㻥 㻢㻤 㻝㻞 㻞㻣㻜 㻝㻝㻞 㻢㻢 㻤㻞 㻝㻜 㻞㻣㻜
㻢㻞㻚㻢㻑 㻝㻝㻚㻝㻑 㻝㻥㻚㻟㻑 㻣㻚㻜㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻡㻤㻚㻡㻑 㻝㻠㻚㻤㻑 㻞㻞㻚㻢㻑 㻠㻚㻝㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻡㻞㻚㻞㻑 㻝㻤㻚㻝㻑 㻞㻡㻚㻞㻑 㻠㻚㻠㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑 㻠㻝㻚㻡㻑 㻞㻠㻚㻠㻑 㻟㻜㻚㻠㻑 㻟㻚㻣㻑 㻝㻜㻜㻚㻜㻑
合計
２年制＋専攻科で強化
合計
４年制で強化
合計
幼免１種雇用拡大
合計
２年制課程強化
合計
隠岐
出雲
石見
表９．地域別今後の教育課程・幼免1種雇用拡大の意向
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目についても5％水準で有意な差は認められなかっ
た。ここから、Ｑ6・Ｑ7の各質問項目の「思う」
か「思わない」の意見には、地域による違いがみら
れないことがわかった。
（４）公立・私立別の回答項目
　Ｑ6・Ｑ7の回答について、公立私立別に回答
人数とその割合を示し、χ2検定を行った（表11）。
この中で、Ｑ6－3の4年制課程についてそう思う
か思わないかをたずねた項目は.036となり、5％水
準で有意差がみられた。ここから、4年制課程で教
育内容を強化すべきかという項目については、公立
と私立で「思う」と「思わない」の意見に差があり、
公立が4年制課程で強化すべきと答えているのに対
し、私立は4年制課程までは必要ないと考えている
ことがわかった。
（５）機関別の回答項目
　Ｑ6・Ｑ7の回答について、「保育所」「幼稚園」
「幼保一体型施設」「保育所以外の児童福祉施設」「子
育て支援センター」「その他」の機関別に分析した。
その際、「保育所と幼稚園」、「保育所と幼保一体型
施設」について回答人数とその割合を示し、χ2検
定を行った（表12）。この中で、Ｑ6－3の4年制
課程について「思う」「思わない」をたずねた項目
については、保育所と幼稚園が.013、保育所と幼保
一体型施設が.050となり、5％水準で有意な差が認
められた。ここから、4年制課程で教育内容を強化
すべきかどうかという項目は、保育所と幼稚園、ま
た保育所と幼保一体型施設でそう思うか思わないか
という意見に差があり、幼稚園や幼保一体化施設で
は4年制課程での強化が必要だと答えている人が多
いことがわかる。さらに、Ｑ7の幼免一種雇用の拡
大については、保育所と幼稚園で.041となり、5％
水準で有意差がみられた。ここから、幼免一種雇用
の拡大については、保育所と幼稚園でそう思うか思
わないかという意見に差があるといえる。幼稚園で
は幼免一種雇用が拡大すると思う人が多い一方、保
育所では幼免一種雇用が拡大すると思わないという
雇用の拡大に否定的な意見が多いことがうかがえ
た。
　さらに、Ｑ6－3「4年制課程で強化」の質問に
おいて、公立・私立別に「保育所」「幼稚園」「幼保
一体型施設」間に意見の違いがあるかどうかを分析
した（表13）。公立保育所、公立幼稚園、公立幼保
一体型施設、私立保育所、私立幼稚園、私立幼保一
体型施設の6施設種別の関係においては、4年制課
程で強化すべきかどうかについての意見に差が見ら
れなかったが、唯一、「公立幼稚園」と「私立保育
所」の間で.017となり、5％水準で有意差がみられ
た。つまり、公立幼稚園では「4年制課程で強化す
べきか」という意見に「思う」と肯定的である一方、
私立保育所では「思わない」と否定的であることが
うかがえる。
４．考察
1）地域別分析の考察
　保育士・幼稚園教諭の採用実態と人材養成の課題、
表10.保育士・幼稚園教諭雇用者の人材育成への意識回答の相関
２年制で強化 ２年制＋専攻科
で強化
４年制で強化 幼免１種雇用拡
大
Pearson の相関係数 㻝 㻚㻝㻢㻠㻖 㻚㻝㻜㻟 㻚㻜㻤㻤
有意確率 (両側) 㻚㻜㻟㻡 㻚㻝㻥㻠 㻚㻞㻥㻣
㻺 㻝㻥㻥 㻝㻢㻢 㻝㻢㻝 㻝㻠㻝
Pearson の相関係数
㻚㻝㻢㻠㻖 㻝 㻚㻢㻣㻟㻖㻖 㻚㻠㻠㻟㻖㻖
有意確率 (両側) 㻚㻜㻟㻡 㻚㻜㻜㻜 㻚㻜㻜㻜
㻺 㻝㻢㻢 㻝㻥㻤 㻝㻣㻜 㻝㻡㻝
Pearson の相関係数 㻚㻝㻜㻟 㻚㻢㻣㻟㻖㻖 㻝 㻚㻢㻝㻠㻖㻖
有意確率 (両側) 㻚㻝㻥㻠 㻚㻜㻜㻜 㻚㻜㻜㻜
㻺 㻝㻢㻝 㻝㻣㻜 㻝㻥㻜 㻝㻠㻢
Pearson の相関係数 㻚㻜㻤㻤 㻚㻠㻠㻟㻖㻖 㻚㻢㻝㻠㻖㻖 㻝
有意確率 (両側) 㻚㻞㻥㻣 㻚㻜㻜㻜 㻚㻜㻜㻜
㻺 㻝㻠㻝 㻝㻡㻝 㻝㻠㻢 㻝㻣㻤
　*. p＜0.05　　　　**.  p＜0.01
２年制課程で強
化
２年制＋専攻科
で強化
４年制課程で強
化
幼免１種雇用拡
大
表11.公私立別の保育士・幼稚園教諭雇用者の人材育成への意識回答
思う 思わない
公立 75（83.3） 15（16.7）
私立 94（86.2） 15（13.8）
公立 77（85.6） 13（14.4）
私立 80（74.8） 27（25.2）
公立 70（81.4） 16（18.6）
私立 70（68.0） 33（32.0）
公立 51（69.9） 22（30.1）
私立 60（57.7） 44（42.3）
*. p＜0.05
幼免1種雇用拡
大
意見（度数(割合)）
㻚㻡㻢㻥
㻚㻜㻢㻝
㻚㻜㻟㻢㻖
㻚㻜㻥㻥
漸近有意確率
（両側）
２年制＋専攻科
で強化
４年制課程で強
化
２年制課程で強
化
表11．公私立別の保育士・幼稚園教諭雇用者の
　　人材育成への意識回答
表10．保育士・幼稚園教諭雇用者の人材育成への
　　意識回答の相関
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見通しを明らかにするため、島根県全域を隠岐部、
出雲部、石見部の3地域に区分し、地域別に分析を
行った。
　3地域共に雇用の中心は保育士資格・幼稚園教諭
二種免許併有者で、正規職員、臨時職員、パート職
員に共通している。教育（養成）課程のあり方につ
いては、隠岐部では「2年制課程（保・幼2）で教
育内容を強化」が最も高く87.5％、「4年制課程（保・
幼1）大学開設」は50.0％であり、出雲部では同項
目で55.7％、51.1％、石見部で73.9％、54.5％で、
隠岐部、石見部で「2年制課程（保・幼2）で教育
内容を強化」が高い割合となっている（表9）。し
かし、3地域共にＱ6－1～Ｑ6－3での肯定回答
が全て5割を上回っており、「保育者の質の向上」
を望んでいることがわかる。
　隠岐部、石見部では「4年制卒採用の受け皿拡大」
の回答で共に30％後半の低い回答となっているが、
理由回答からも「少子化・小規模での採用難」「経
営難」「処遇面」から「4年制卒の採用は見込めな
い」ことを挙げていることから、教育（養成）課程
においても雇用においても、現状はこれらの理由が
回答に反映し、「新制度の導入」「教育の重要性」「資
質の向上」といった内容を凌駕しているのではない
かと思われる。
　しかし、Ｑ6・Ｑ7の各質問項目の「思う」か「思
わない」の意見には、有意な差は認められず、地域
表12.機関別の保育士・幼稚園教諭雇用者の人材育成への意識回答
思う 思わない 思う 思わない
２年制課程 保育所 114（83.8） 22（16.2） 保育所 114（83.8） 22（16.2）
幼稚園 40（87.0） 6（13.0） 幼保一体型施設 5（71.4） 2（28.6）
保育所 104（76.5） 32（23.5） 保育所 104（76.5） 32（23.5）
幼稚園 41（85.4） 7（14.6） 幼保一体型施設 7（100.0） 0（.0）
４年制課程 保育所 83（66.9） 41（33.1） 保育所 83（66.9） 41（33.1）
幼稚園 42（85.7） 7（14.3） 幼保一体型施設 8（100.0） 0（.0）
保育所 69（57.5） 51（42.5） 保育所 69（57.5） 51（42.5）
幼稚園 33（75.0） 11（25.0） 幼保一体型施設 6（66.7） 3（33.3）
*. p＜0.05
幼免1種雇用拡
大 㻚㻜㻠㻝㻖
２年制課程＋専
攻科
㻚㻡㻥㻝
意見（度数(割合)） 漸近有意確
率（両側）
㻚㻢㻝㻝
㻚㻝㻥㻞
㻚㻜㻝㻟㻖
意見（度数(割合)） 漸近有意確
率（両側）
㻚㻟㻥㻞
㻚㻝㻠㻡
㻚㻜㻡㻜㻖
0%
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2年制課程 2年制＋専攻科 4年制課程 幼免一種雇用拡大 
保育所 
幼稚園 
幼保一体化施設 
表7から「わからない」
「無回答」を除き、「思
う」「思わない」を100%
とした場合の、「思う」
（肯定意見）の割合 
図１．機関別にみた「2年制」「専攻科」「四年制」課程、幼免一種拡大に対する肯定意見の割合 
12． 育士・ 園教諭雇用者の人材育成への意識回答
図1．機関別にみた「2年制」「専攻科」「四年制」課程、幼免一種拡大に対する肯定意見の割合
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による違いがみられないことがわかった。
　正規・臨時・パート雇用に占める幼稚園教諭一
種免許の所有率については、隠岐部1人（1.9％）・
1施設（12.5％）、出雲部225人（7.2％）・98施設
（56.6％）、石見部49人（4.1％）・19施設（21.6％）
であり、人数比率は3地域共に低く、特に、隠岐部、
石見部で幼稚園教諭一種免許所有者の機関での配置
率が極めて低い数値となっている。（表3・4）
2）機関別分析の考察
　幼免一種の受け皿の拡大についての考えをきく設
問の回答であるが、「思う」と回答した比率が「幼
保一体化施設」60.0％、「幼稚園」52.4％、「保育
所以外の児童福祉施設」75.0％といずれも高い割
合である。そしてこの3つの機関種では「思わな
い」の比率が「幼保一体化施設」30.0％、「幼稚園」
17.5％、「保育所以外の児童福祉施設」0.0％であり、
「思う」との差が大きいことも特徴である。これら
の施設では、幼免一種取得者の拡充に期待している
意識が特に高いといえよう。
　また「思う」と回答した比率が他の機関種と比較
して低い「保育所」38.1％、「子育て支援センター」
11.1％も、「思わない」と回答した比率は「保育所」
28.2％「子育て支援センター」0.0％と「思う」と
回答した比率よりも大幅に低い。これらが示すこと
は、幼免一種取得者拡充の必要性を感じていないの
ではなく、必要であると回答できるだけの根拠を現
状では得られていないことに起因するものであろ
う。そのことは、「わからない」の回答比率が「保
育所」29.3％「子育て支援センター」77.8％と高く、
「思わない」のそれぞれの回答比率を上回っている
ことからも推測することができる。（表7）
3）公立・私立別分析の考察
　幼免一種取得者の雇用の受け皿の拡大について
の回答を、「思う」と回答したのは、公立の保育所
37.5％、幼稚園49.1％で、私立の保育所38.3％、幼
稚園80.0％であった。公立、私立ともに幼稚園の方
が保育所よりも受け皿が拡大するものと考える割合
が高く、保育所の方が幼稚園よりも幼免一種の必要
性を感じていない現状がうかがえる。
　また、保育所の公立と私立を比較してみると、「思
わない」と答えた割合が公立18.8％であるのに対し
て、私立では31.6％である。4年制課程についてた
ずねた項目において公立と私立で「思う」と「思わ
ない」の間に5％水準で有意差もあり、私立の方が
公立よりも幼免一種取得者や四年制大学卒業者の拡
充の必要性を感じていないことがわかる。
　公立が4年制課程で強化すべきと答えているのに
対し、私立は4年制課程までは必要ないと考えてい
ることを示す数値の背景には人件費の増大に対する
懸念など、必要とする人材のスキルや資格とは別の
要因も働いていることが考えられる。　　
　そして「わからない」と回答した割合は公立の保
育所41.7％、幼稚園33.3％と全体に占める割合が高
く、また私立の保育所24.8％、幼稚園0％と比較し
ても高い。このことは公立の職員採用の権限が園長
ではなく、各市町村にあること、年々、正規職員で
はなく臨時職員の割合を増加させている保育現場の
現状に加え、国の方針や制度の過渡期である現在、
表13.公私立機関別にみた「四年制課程で強化」に関する有意差
公立 私立
保育所 幼稚園 幼保一体化施設 保育所 幼稚園 幼保一体化施設
保育所 － 㻚㻜㻣㻝 㻚㻝㻠㻟 㻚㻤㻜㻜 㻚㻢㻜㻥 㻚㻞㻡㻞
公立 幼稚園 㻚㻜㻣㻝 － 㻚㻟㻣㻞 㻚㻜㻝㻣 㻚㻣㻝㻣 㻚㻠㻠㻤
幼保一体化施設 㻚㻝㻠㻟 㻚㻟㻣㻞 － 㻚㻝㻝㻢 㻚㻞㻥㻞
保育所 㻚㻤㻜㻜 㻚㻜㻝㻣 㻚㻝㻝㻢 － 㻚㻡㻞㻢 㻚㻞㻞㻝
私立 幼稚園 㻚㻢㻜㻥 㻚㻣㻝㻣 㻚㻞㻥㻞 㻚㻡㻞㻢 － 㻚㻠㻜㻤
幼保一体化施設 㻚㻞㻡㻞 㻚㻠㻠㻤 㻚㻞㻞㻝 㻚㻠㻜㻤 －
*. p＜0.05
表13．公私立機関別にみた「四年制課程で強化」に関する有意差
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現場では必要資格や職務内容について先が見えにく
く、答えることが困難な状況にあることを示唆して
いるといえよう。（表8）
４）保育士・幼稚園教諭雇用者の人材育成への意識
回答に関する考察
　養成課程についての質問の相関の強さから、強化
すべき課程について専攻科と4年制課程の位置づけ
が近く、また4年制課程で強化すべきという回答の
背景には、幼免一種採用も拡大するという考えがあ
ることがうかがえる。また弱い相関のみられた2年
制課程と専攻科においても位置づけが近く、2年制
課程で教育内容を強化すべきと答えた人は4年制課
程ではなく専攻科で専門性を高めるべきと答えてい
る。これらのことから、「短大・専攻科」、「専攻科・
4年制」という課程で専門性を高めるべきという意
見に関連があることから、現場の中には望ましい保
育者養成のあり方が2年制志向と4年制志向に二極
化することがわかった。
　また、4年制課程で強化すべきかどうかについて、
保育所と幼稚園、保育所と幼保一体型施設で差が見
られたことから、保育所では4年制課程で強化すべ
きという意識が幼稚園や幼保一体型施設ほど高くな
いことがわかる。逆に幼稚園や幼保一体型施設は4
年制課程で強化すべきと考えており、幼保一体型施
設が幼稚園の意識と近いことがうかがえる。
　さらに、4年制課程で専門性を強化すべきかどう
かについての意見は、公立・私立の保育所、幼稚園、
幼保一体型施設においてもほとんど差がみられな
かった。しかし、公立幼稚園と私立保育所では、4
年制課程での強化についての意見に差があり、公立
幼稚園では幼免一種の取得も含めた4年制課程の高
い専門性の必要性を感じている一方、私立保育所に
おいては、そこまで4年制課程の必要性を感じてい
ない施設も多いことから、養成課程に求めるものが
施設によって違っていると考えられる。
　同様に、幼免一種雇用の拡大については、保育所
の方が否定的な見方が強いが、これは保育士資格が
2年制養成課程や保育士試験で取得できることか
ら、4年制課程にする必要性がみえにくいこと、現
在保育所で働く保育士の多くが2年制課程を経て保
育士として勤務していることも関連しているであろ
う。保育士の場合、保育の専門性を高める必要性は
感じているが、それが2年制、4年制という養成課
程に結びつかない免許制度も影響していると思われ
る。一方、幼稚園において4年制課程を志向する意
識が強いのは、幼稚園免許が二種、一種、専修と分
かれており、上級免許になるほど専門性が高くなる
ことを想定した免許制度設計になっていることも関
連しているであろう。同時に、幼保一体型施設につ
いても、幼稚園と同じような見解であったことは、
興味深い結果であるといえよう。
５．まとめ
　「島根県における保育士・幼稚園教諭の採用実態
と人材養成の課題」について、平成25年度の実態を
調査し、地域別、公立・私立別、機関種類別、幼稚
園教諭一種免許雇用有無別に、養成課程ニーズ、こ
の先の雇用見通しについて検討した。
　保育士・幼稚園教諭の人材養成は長い歴史をもつ
が、養成大学（短大）においては国の施策と共に社
会の要請や情報を的確に捉え、時代にあわせて進化
させていく必要がある。
　また、国の幼保一体化施策や養成課程検討、資格・
免許制度の変更にも迅速に対応できることが求めら
れる。島根県における「県立」で保育士・幼稚園教
諭養成の両課程を有する本学の使命は、国の施策を
見据え、時代の要請に的確に応えるべく備えをし、
地域に貢献することである。今回の実態調査を踏ま
え、島根県の乳児・幼児保育（教育）・幅広い保育
業務を担う人材養成のあり方の検討を加速させる必
要がある。
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